
令和 8 年度 名古屋市教育委員会 議案第 7 号 

 

名古屋市奨学金条例施行規則の一部を改正する規則案について 

 

1  改正理由・内容 

(1) 名古屋市奨学金条例の一部改正に伴う規定の整備 

名古屋市奨学金条例の一部改正に伴い、奨学金の支給を受けることがで

きる者の保護者等について、必要な事項を定めます。 

(2) 民法等の一部改正に伴う規定の整備 

民法等の一部を改正する法律の施行に伴い、子の父母が離婚した場合に

その双方を親権者と定めることが可能となりました。 

現在、奨学金制度の対象者に係る審査においては、申請者の親権者が親

権者でない配偶者を有するときは、当該配偶者を含めて所得の判定を行っ

ています。 

現行の規定を改正しないこととすると、申請者の父母が離婚後その双方

を親権者と定めた場合であって、その一方又は双方に父母とは別の配偶者

がいるときに、当該配偶者を含めた全員を所得の判定の対象とする必要が

あります。 

就学援助制度において、上記の場合にあっては、申請者と生計を一にし

ない父母の一方について所得確認対象に含めない旨の見解が文部科学省か

ら示されたことに伴い、奨学金制度においても当該見解を踏まえ、当該者

を奨学金の支給を受けることができる者の保護者等から除くとともに、保

護者等が親権を行う者 1 人である場合に限り、当該保護者等の配偶者を所

得の判定の対象とするよう規定を整備します。 

(3) 所得の判定の対象となる者に係る規定の整備 

所得の判定の対象となる保護者等の配偶者から委員会が別に定める者を

除くことができるよう規定を整備します。 

 

2  施行期日 

  公布の日から施行します。 



 

3  規則案 

  別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（令和 8 年 7 月17日提出 総務部総務課） 



 

 

 名古屋市奨学金条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

 

 

  令和 8 年 7 月22日 

 

 

 

             名古屋市教育委員会教育長  杉 浦 弘 昌 

 

 

 

名古屋市教育委員会規則第15 号 

 

   名古屋市奨学金条例施行規則の一部を改正する規則 

 

 名古屋市奨学金条例施行規則（平成29年名古屋市教育委員会規則第10号）の

一部を次のように改正する。 

 次の表のように改正する。 

                        （下線部分は改正部分） 

改 正 前 改 正 後 

 （受給資格）  （受給資格） 

第 2 条 （略） 第 2 条 （略） 

 2  条例第 3 条第 2 号の就学に要する経費

を負担すべき者として委員会が別に定め

る者は、次の各号に掲げる場合の区分に

応じ、それぞれ当該各号に定める者とす

る。 

  (1) 申請者に保護者（親権を行う者（親

権を行う者のないときは、未成年後見

人）をいい、未成年後見人（法人又は

民法（明治29 年法律第89 号）第 857  条

○案



 

の 2 第 2 項の規定により財産に関する

権限のみを行使すべきこととされた者

に限る。）、申請者と生計を一にしな

い父母の一方（父母が離婚をした場合

であって、その双方を親権者と定めた

ときに限る。）、児童福祉法（昭和22 

年法律第 164  号）第33 条の 2 第 1 項、

第33 条の 8 第 2 項又は第47 条第 2 項の

規定により親権を行う児童相談所長、

同法第47 条第 1 項の規定により親権を

行う児童福祉施設の長その他の申請者

がその就学に要する経費の負担を求め

ることが困難であると認められる者を

除く。以下同じ。）がいる場合 当該

保護者 

  (2) 申請者に保護者がいない場合 当該

申請者（当該申請者が主として他の者

の収入により生計を維持している場合

にあっては、当該他の者） 

2  条例第 3 条第 4 号に規定する要件は、

次の各号のいずれにも該当することとす

る。 

3  条例第 3 条第 4 号に規定する要件は、

次の各号のいずれにも該当することとす

る。 

 (1) 申請者の保護者等（申請者の親権を

行う者が配偶者を有するとき（申請者

の親権を行う者が当該配偶者である場

合を除く。）は、当該配偶者を含む。

以下同じ。）が奨学金の支給を受けよ

うとする年度の市町村民税の所得割を

課されていないこと。 

 (1) 申請者の保護者等（申請者の保護者

等が配偶者（委員会が別に定める者を

除く。）を有するとき（申請者の保護

者等が親権を行う者 1 人である場合に

限る。）は、当該配偶者を含む。以下

同じ。）が奨学金の支給を受けようと

する年度の市町村民税の所得割を課さ

れていないこと。 

(2) （略） (2) （略） 

 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 


